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要 約 
 
現代社会は，高度な専門性とスキルを備えた情報専門家の育成を要請している．政府，経済界，

教育界では様々な取り組みを実施しており，なかでも，PBL（Problem Based Learning）など実践的な

情報システム教育への期待が高まっている．本報では，実践的な教育による高度情報専門家人材の

育成を目的に，実際に企業の基幹システムとして導入が進んでいるERP（Enterprise Resource Planning）
を使用した情報システム教育の可能性，および，授業設計について述べる．なお，本報に示す授業

設計については，今後，学部・大学院授業において実証実験を行い，その結果を第2報として報告す

る予定である． 
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Abstract 

 
Today’s society requires information professionals who have advanced knowledge and skills 

related to information systems. In response, the Japanese government, industry, and the educational 
community have made efforts to develop educational courses related to information systems. Society 
expects practical educational programs like PBL（Problem Based Learning）rather than traditional 
lecture style courses. This paper describes the principles and design of a practical educational course 
which uses ERP（Enterprise Resource Planning）in information systems education. The design of the 
educational course described in this paper will be evaluated through trial classes with undergraduate 
and graduate students, and the results of the trials will be reported in part two following this paper. 
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１．はじめに 
 
「情報」は，現代社会のキーワードである．コンピュータを使用した情報システムの存在なしに

は，もはや社会活動の多くは成立しえない．しかも，情報システムの大規模化，複雑化が，今後ま

すます進展するものと予測できる． 
このような状況において，社会が求める情報専門家の質，あるいは，スキルが，情報システム構

築のエンジニアから，経営戦略と情報を融合できる人材に変化しつつある．その理由は，大きく2つ
ある．第1は，企業経営における情報活用の重要性の増大である．現在の企業では，情報活用と密接

に関連した業務プロセスの構築が，企業経営効率化に欠かせない．また，Web2.0時代を見据えたビ

ジネスモデル構築など，情報と経営が切り離せない状況になっている．第2は，情報システム産業，

あるいは，ソフトウェア産業の世界的な構造変化である．現在，日本の情報システム産業は，イン

ド，中国などの新興国の台頭により，産業としての競争力を失いつつある．日本，欧米では，学生

の情報系大学進学への興味が年々減少しているのに比べ，インド，中国では，情報系大学への進学

人数が年々増加している1）．このような環境変化の中で，社会が求める情報専門家の質，あるいは，

スキルは，仕様書に表現された情報システムを設計，製作するという従来のプログラマー，SEに必

要なスキルではなく，構造変化に対応して経営戦略と情報を融合した新たな業務プロセスを描ける，

あるいは，情報システム開発プロジェクトを管理出来る，より高度な人材に変わりつつある2）． 
高度情報専門家人材の不足は，銀行オンラインシステムの不具合，証券取引の一時停止，年金情報

の喪失など，情報システムを起点とした社会混乱の増加と関係しているといえよう．これらの出来事

は，情報処理学会情報処理教育委員会3）が指摘するように，「情報処理と情報システムの原理原則に対

する理解の欠如」にその一因がある．その根本的な解決には，情報教育の改善により，現在多くの

人々に該当する情報処理と情報システムの原理原則に対する理解の欠如を解消する必要がある． 
このように社会が高度情報専門家を求めているのに対して，情報に関するこれまでの基礎教育は，

必ずしも成果を上げているとは言いがたい．たとえば，2003年度から高等学校において普通教科｢情

報｣は必修科目となったが，2006年度には，「情報」の未履修が全国的に多数報告されるなど，教育

の現場では，「情報」教育に必ずしも重点を置いていない．このことは，「情報」の指導を行なう教

員養成の経過4），あるいは，教科「情報」の教員採用人数の低迷からも窺うことが出来る． 
一方大学における情報システム専門家養成のカリキュラムは，1972年にACM（Association for 

Computer Machinery）で作成されたものが始まりとされている5）．その後，DPMA（Data Processing 
Management Association），IFIP（International Federation of Information Processing）がモデルカリキュラ

ムを発表し，何回かの改定を経た後に，国際的なカリキュラムとしてIS2002に至っている．日本で

は，1992年の浦らのカリキュラムが初の情報システム教育カリキュラムである5）．現在は，ACM, 
AIS（Association for Information Systems）, AITP（Association of Information Technology Professionals：旧

DPMA）が共同でまとめたIS97と浦らのカリキュラムを基に情報処理学会が作成したISJ20016）が，日

本における最新の情報システム教育カリキュラムになっている． 
しかし先に述べたように，情報専門家の質とスキルのさらなる向上が必要な現在，これまで以上に実
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践的かつ高度な人材を育てる教育カリキュラム・仕組みが求められており，環境変化に応じた情報シス

テム教育のあり方について模索がなされている．たとえば，2006年設立の「実践的ソフトウェア教育コ

ンソーシアム」（http://www.p-sec.jp/mokuteki.html）における産学連携による実践的な教育プログラムの推

進，あるいは，企業人と学生との共同による情報システム開発プロジェクトを取り入れた授業7）など，情

報システム教育におけるPBL（Problem Based Learning：問題解決型授業）の浸透などがある． 
本報はこれらのことを踏まえ，大学における情報システム教育にERP（Enterprise Resource Planning）

を使用する授業の設計を取り上げる．ERPは，企業活動における基幹業務プロセス全般を扱う情報

システムであり，現在の経営情報システムの基盤を構成するシステムである．ERPを企業に導入す

ることは業務プロセスの改革であり，成功するERP導入には，経営戦略と情報を融合できる人材が

必要である．企業の基幹システムを授業で実際に使用することにより，経営戦略と情報を融合した，

実践的な教育を行なうことが可能になると考える． 
本報では，はじめにERPの概要，および，ERP発展の経緯を説明する．その後，ERPを使用した実

践的情報システム教育の授業設計として，授業計画，授業環境，期待される効果を述べる．授業の

目的は，社会が求める高度情報専門家人材として業務プロセスと情報システムの関連を理解し，経

営戦略と情報を融合した情報システムを企画・開発できる人材を，ERPを使用した業務シミュレー

ションを通じて育成することである． 
本報に示す授業設計については，今後，学部・大学院授業において実証実験を行い，その結果を

第2報として報告する予定である． 
 

２．情報システム開発とERP 
 
２．１ ERPの概念と定義 

ERPは，Enterprise Resource Planningの略である．日本語では，単にERP，または，統合業務パッケージ，

あるいは，統合業務パッケージソフトと呼ばれる．直訳すると，企業資源計画となり，MRP（Material 
Requirements Planning：資材所要量計画）8）との関連を連想させる．実際「2.2 ERP発展の歴史と背景」で

述べるように，ERPは，生産活動の最適計画を立案するMRPから発展した経緯がある．（ERPの呼称は，

ガートナー・グループ，AMRなどのリサーチ会社が，1991年ごろから使い始めたといわれている9）．） 
名前から連想できるように，ERPは，財務会計，人事，販売，マーケティング，生産，ロジス

ティクスなどの企業における基幹業務の情報を統合化する情報システムである．ERPは，企業にお

ける情報の統合化を，業務プロセスの標準化を通してパッケージソフトウェアとして製品化したこ

とに特徴がある．多くのERPは，コンフィグレーション，アドオン，外付け開発，と呼ばれる修正

がある程度の範囲では可能であるが，基本的にERP導入企業は，各ERPが定める標準業務プロセスに，

自らの業務プロセスを適合させることになる． 
このことは，各企業の業務に合わせて個別に情報システムを開発することが一般であったERP普

及以前の基幹システムの開発方法と，大きな違いがある．また，吉原らの調査研究10）が示すように，

標準化による効率の追求が不得意であり11），独自の業務プロセスを競争力の源泉とする日本企業に

とり，ERPは，情報システムがもたらす経営上の重要課題といえる． 
さらに，給与システム，生産管理システムのようにスタンドアローンの個別システムからなり，

情報が業務ごとに分断されているERP以前の基幹システムと異なり，経営者はERPを導入することで，

国境，通貨，ビジネスユニットの違いを超えて，企業の経営状況をすばやく知ることができる．
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ERPは，ダベンポート12）の考察にあるように，企業の競争力に多くの影響を与える可能性がある．

すでに，日本企業の50%以上で基幹業務にERPを導入13）しており，1990年代に普及した情報技術とし

て，インターネットに匹敵する影響を企業に与えている． 
 
２．２ ERP発展の歴史と背景 

ERPの原点は，生産管理とされている14），15）．初期の生産管理領域では，ダブルビン方式や発注点

方式など，単純な在庫管理方式で十分であった．長期間安定した需要が続いた時代から，需要への

不確実性が増加するに従い，生産管理ではより高度な管理方式が必要となり，1950年代から，資材

の生産・調達と在庫を管理するためのMRPの開発が始まり，1970年代には，米国生産・在庫管理協

会（APICS）がMRPの普及に努めた．MRPは，工程時間，生産量の変動に対して不安定な計画方法で

はあるが，MRPを組み込んだ具体的なソフトウェア製品の提供が主にハードウェアベンダーからあ

り，多くの企業が採用した．MRPは，企業経営において，コンピュータを使用した大規模計画シス

テムとして始めて一般に普及したシステムといえる．MRPは，その後，コンピュータ性能の向上と

システム技術の向上により，生産能力を考慮したクローズドループMRP8）に発展した． 
この段階まで，MRPの使用はあくまでも生産管理部門，あるいは，工場部門であったが，1980年

代初頭になると，MRPと財務管理とが，MRPⅡ（Manufacturing Resource Planning：製造資源計画）と

して統合されることになる．すなわち，資材の増減と資金の増減の関連を一つのシステムで統合化

した管理を実現することになる．このことは，MRPが，生産部門のシステムから経営部門のシステ

ムになったことを意味する． 
1990年代初頭に出現したERPの基本的な思想は，このMRPⅡにある14）．ただしERPは，単なる

MRPⅡの拡張ではなく，高価なホストコンピュータから，当時普及し始めたパーソナルコンピュー

タを使用したクライアント・サーバーへアーキテクチャを転換し，企業におけるより多くのリソー

ス状態を管理することを可能にしたことで，販売管理，ロジスティクスなどに統合システムの領域

を広げていった．このことによりERPは，製造業のためのシステムから，企業（Enterprise）の基幹シ

ステムに領域を拡大した． 
実態としてのERPは，複数の業務に関連する統合データベースを持つソフトウェアパッケージで

ある．しかしながらERPは，ベストプラクティスと呼ぶ標準化した業務プロセス，および，独自の

導入方法論を持っており，単なるソフトウェア以上に，業務を規定するシステムとしての面を持つ．

ベストプラクティスとは，企業が備えるべき最良の業務プロセスである．すなわちERPを導入する

ことは，単に業務パッケージソフトウェアを使うことではなく，企業の業務プロセスを変更するこ

とである．この点は，1990年初頭に始まる「ビジネスプロセス・リエンジニアリング」とERPを関

連付けることで，ERP導入を業務改革の中心ととらえる考えが広まる一因となり，当時，経営にお

ける業務プロセスの重要性を意識し始めた大企業の経営者を中心に，ERPを支持する傾向が広がっ

たといえる16）． 
また，ERP出現以前の企業の基幹システムの多くが，自前のホストコンピュータを製品にもつハー

ドウェアベンダー主導で開発したソフトウェアであったのに比べ，ERPは，1972年にドイツにおいて5
人で始めたSAP社17）のように，新興のソフトウェア企業が主導をとり，ハードウェアに依存せずに発

展させたことも特徴的といえよう． 
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２．３ ERPのモデル 
ERPを提供する各ソフトウェアベンダーは，自社のERPを独自の視点でモデル化して説明している．

たとえば，ERPの最大手であるSAP社では，自社ERP製品のR/3を，統合データベースとコンピュー

ティング環境を中心に各種の業務モジュールが連なるモデルで説明している17）． 
これに対し，MarnewickとLabuschagne18）は，ERPについてマーケティング分野のモデルである4Pモデ

ルとの対比を行い，「ソフトウェア」，「顧客心理」，「変更管理」，「業務フロー」，そして，それらに関

連する手法からなるERPの一般モデルを提案している．ここで顧客心理は，ERP導入に関するステーク

ホルダーの視点を示しており，また変更管理は，ERPの導入に関するプロジェクトマネジメントを指

しているといえる．このモデルは，ERPを単なるソフトウェアとしてではなく，業務とステークホル

ダーを取り込んでモデル化したことに特徴がある．しかし，ERPの特徴である「標準業務プロセス」

と，業務プロセスに連動した「統合データベース」の視点が読み取れないモデルとなっている． 
本報では，図1に示すように，ERPが標準として提供する「業務プロセス」と「統合データベー

ス」をERPの機能部分と分離することで，ERPのソフトウェア部分を詳細化したモデルを考える．ま

た，本モデルでは，ソフトウェアとしてのERPを狭義のERPと考え，ステークホルダー，導入方法論

を含める広義のERPと区別して示した．さらに，ERPを提供するソフトウェアベンダーは，それぞれ

がERPを導入するための方法論を導入方法論として提供している．本報では，これらをERP導入プロ

ジェクトの管理ととらえ，プロジェクトマネジメンとした． 
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図１ ERPの一般モデル 
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２．４ 情報システム開発におけるERPの位置づけ 
企業における近年の情報システム開発では，ERPが何らかの形で関連してくる．企業固有の業務

プロセスに競争力を見出している日本企業では，ERPの導入は欧米に比べて後れがちであったが，

グローバル化の進展により，日本企業でもERPの導入が進んでいる11）．この流れは，近年，中小企

業にも及んでいる． 
従来，企業におけるERPの導入は，人事管理，財務会計，生産管理，在庫管理，購買管理など，

企業における事務や管理業務，および，サプライヤーと関係する業務システムの総称である，バッ

クオフィス系システムが中心であった．しかし現在では，マーケティング・販売管理，顧客関係管

理など，顧客対応に関連する業務システムである，フロントオフィス系システムにも浸透している．

これは，ERPベンダー各社が，統合業務パッケージソフトとしての機能範囲を広げるとともに，フ

ロントオフィス系システムを意識してWeb技術を採用したERPの開発に注力した結果とも言える．ま

た，ERP本来の目標の一つである，経営への迅速なデータ提供とデータ分析環境の提供を行なうた

めの，データウエアハウスとの統合も進んでいる． 
このように現在のERPは，図2に示す企業の情報システムのほぼ全範囲をカバーするシステムであ

り，企業における情報システム開発において中核となるシステムといえる． 
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図２ 企業における情報システムの基本構成 
 

ERPに関わる情報システム開発では，導入するERPの標準業務フローおよび標準機能を，ERP導入

企業の業務フローおよび必要な機能と比較しその差異を分析する，「フィットギャップ分析」をおこ

なう．多くのERPでは，コンフィギュレーション設定というパラメータ調整作業により，ある程度，

ERPと導入企業のギャップを埋めることが出来る．たとえば，コンフィギュレーション設定により，

各種コードの定義，会計年度，会計期間の定義，勘定設定，倉庫設定，棚卸方式の定義などを，自

社の状況と方針に合わせて変更できる．大規模なERPの場合，設定の必要なコンフィギュレーショ

ン項目は数千項目以上になり，専門家が長期間検討しないと的確な設定が出来ない．この問題を解

決するために，予め業界用に標準化したコンフィギュレーションを設定したテンプレートを用いる
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ERP導入方法も考案されている19）． 
コンフィギュレーション設定を工夫してもギャップが埋まらない場合，導入するERPの標準業務

フロー，および，標準機能に合わせて現状業務を変更することが良いとされる17）．しかし，現状業

務を変更できない場合，あるいは，変更しないほうが良いと判断できる場合は，ソフトウェアであ

るERPの変更を行うことになる．その方法はERPにより多少異なるが，通常は，アドオン（add-on）と

呼ぶ方法と，カスタマイズと呼ぶ方法がある．アドオンは，予め決められた方法により，必要な機

能を追加する方法である．アドオンでは，たとえば，ERPの一般モデルとして示した図1の業務モ

ジュールに相当する新たなモジュールを開発し追加する．新たなモジュールの追加方法は，各ERP
が様々な方法を用意している．これに対しカスタマイズは，ERPのソースコード自身を変更する方

法である． 
 

３．ERPを使用した情報システム教育の可能性 
 

ERPは，企業における統合情報システムであり，図1に示すように，企業が扱うデータを一元的に

整理した上で，標準化した業務プロセスに沿った整合性と完結性のあるデータの流れと変換を生み

出す仕組みである．企業における実務経験の無い学生，あるいは，実務経験の浅い社会人にとり，

企業における業務がどのように連携しているかを資料のみで理解することは難しい．生産管理，在

庫管理などの個別業務の仕組みを理解したとしても，それが企業全体の業務とどのように連携し，

一連の業務プロセスを引き起こしているかまで理解するには至らないといえる．ERPを使用するこ

とにより学生は，たとえば，仮想企業における販売，入荷などの業務イベントに基づいて様々な業

務プロセスが連携しながらデータがどのように変化するかを体験することが出来る． 
ERPは様々な業態の業務プロセスを定義することができるため，図3に示すように，投入資源，業

務プロセスを変更することで，企業活動により生ずる様々な情報の蓄積と変化，そして，企業活動

の成果をシミュレーションすることが出来る．すなわち，ERP上に仮想企業の業務モデルを構築し

て企業活動をシミュレーションすることにより，業務経験の無い学生が，企業の業務プロセスと情

報システムの役割を体験的に理解することができる．さらに，さまざまな業務プロセスをシミュ

レーションすることにより，業務プロセスの問題点を発見し改善する視点，そして，新たな業務プ

ロセスを創造する能力を養う効果が期待できる． 
 

業務プロセス

経営活動
成果ERP機能モジュール 統合

データ

資源
製品

サービス
業務プロセス

経営活動
成果ERP機能モジュール 統合

データ

資源
製品

サービス
 

 
図３ ERPによる企業業務シミュレーションの概要 
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近年の基幹業務システムの開発では，全てをオーダーメードで開発するスクラッチ開発はまれで

ある．通常は，何らかのパーケージソフトウェアを使用し，そのパーケージソフトウェアに不足す

る部分，あるいは，変更の必要な部分のみを開発することが主流になっている． 
このようなパッケージソフトウェアベースの開発では，パッケージの特徴を活かすことのできるシ

ステム開発方法を考える必要がある．ERPを使用した授業では，パッケージソフトウェアベースのシ

ステム開発でおこなう業務のモデリングとフィットギャップ分析に対応する演習を行うことで，パッ

ケージソフトウェアを使用したシステム開発の特徴，開発手法への理解を促す教育効果が期待できる． 
また，企業活動のシミュレーションに，購買，生産，販売，顧客などに分かれたグループワーク

を採用することで，コミュニケーション能力と問題解決能力を身につけることが期待できる． 
 

４．オープンソースERP（Compiere）を使用した情報システム教育の授業計画 
 
４．１ 情報システム教育用ERPの選定 

ERPの機能を提供するソフトウェアパッケージには，世界的に大きなシェアをもつSAP社のR/3を
筆頭に，日本製を含め多数のソフトウェアパッケージ製品が存在する20）． 
ただし，市販のERP製品は情報システム教育を目的に設計されたものではなく，あくまでも，実

際の企業活動で使用するために設計されている．ERPは，企業活動をほぼ網羅する基幹業務機能を

備えた大掛かりなソフトウェアであり，本来，情報システム教育での使用には向かない．実際，

ERPの導入では，専門のコンサルタントが要件定義を行い，ERPを動かすための計画と設計を行なう

ことが一般的である．また，ERPの操作教育にも多くの時間を要する．さらに，大規模なERPは，

パッケージソフトウェアとしてのライセンス費，保守費が巨額であり，その点からも情報システム

教育での使用には向かないといえる21）． 
これらのことから本報では，ERPとしての基本機能を持ちながらパッケージソフトウェアとして

の規模が比較的小さく費用負担の小さいERPとして，次に説明する米国ComPiere 社がオープンソー

スソフトウェアとして公開したERPである「Compiere」を，情報システム教育のERPパッケージソフ

トウェアとして選定する． 
 
４．２ Compiereの概要 

Compiereは，米国ComPiere（http://www.compiere.com/）社が提供する，中小企業向けオープンソース

ERP & CRM（Customer Relationship Management）システムである．ComPiere社は，Compiereを1999年か

らオープンソースとしてSourceForge にて提供しており，これまでのダウンロード数は100万件を超え

ている22）．実際，物流業，金融業，小売業，製造業など，様々な業界がCompiereを導入している

（http://www.compiere.com/products/success-stories/index.php）．日本では，ComPiere社のパートナー企業で

ある株式会社アルマスがCompiereの日本版を作成し，公開している．なおComPiere社は，Compiereのラ

イセンスとしてMPL 1.1（Mozilla Public License 1.1: http://www.mozilla.org/MPL/MPL-1.1.html）22）を適用して

いる． 
Compiereは，大きく，「顧客管理」，「販売管理」，「仕入購買管理」，「材料資産，在庫管理」，「経理

会計処理および実績分析」，そして，「WebStore」からなる機能を備えている．統合管理システムで

あるERPとしては，上記以外に，管理会計，人事管理，生産管理，品質管理，保全管理などの機能

を必要とするが，販売管理に重点を置くCompiereは，現在のところそれらの機能を備えていない．
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そのため，財務会計における給与の反映，生産における資材所要量計算などをCompiereで行なうこ

とはできない．しかしながらCompiereは，ERPとして十分な機能を備えたSAP R/3などの製品に比べ

て設定の必要なパラメータが少なく，短時間で動作させることが出来る．そのため，学生はERPに
固有のパラメータ設定の作業から解放され，業務のモデリングを中心とした情報システム開発の学

習に時間をかけることが出来る．またCompiereは，データベース構造に加え，javaのソースリストを

公開しており，業務プロセス間のデータの動き，および，統合管理システムの基本的な仕組みを学

習する環境を備えていると考える． 
Compiereの主な機能22）の概要を，以下に示す． 

 
（１） 顧客管理 

Compiereの顧客管理機能は，主に製品の販売を中心とした顧客管理システムである．顧客関連情

報の一般管理以外に顧客信用残高監視，支払督促メール自動配信，販促キャンペーン，一括メール

配信，パートナー・リクエスト管理，リクエストからの注文書作成などの機能がある． 
（２） 材料管理，資産管理，在庫管理 

Compiereの材料在庫管理機能は，複数倉庫に対する入荷処理，出荷処理，在庫移動，棚卸処理，

製品組み立て処理，在庫補充処理などからなる．入荷，出荷，在庫移動などは設定によって確認（承

認）処理を入れることができる．確認済みの入荷，出荷，在庫移動に対してのみ，完了処理を行うこ

とができ，完了処理により実在庫数が変化する．商品の在庫数は，倉庫の位置別，ロット別，属性

別に持つことができる．在庫変化による原価評価帳票，入出荷予測帳票などを作成する機能もある．

CompiereのBOM（Bill of Materials）は，たとえば，テーブルと椅子からなるセット商品の構成に使用

するような単純なものであり，BOMを使ったMRPの機能はない． 
（３） 販売管理 

Compiereの販売管理機能は，見積作成，受注処理，納品処理，請求処理，そして，支払入金処理

の流れからなる．このほか，受注オーダーは出荷ルール，請求ルール，支払ルールを設定し，要求

に応じた出荷処理，請求処理，入金処理を適応できる．その他，同梱出荷，分割出荷，まとめ請求，

分割請求，請求スケジュール設定，支払スケジュール設定，入金支払配分，銀行報告書照合など，

様々な業務に対応した機能を持つ． 
（４） 仕入購買管理 

Compiereの仕入購買機能は，見積依頼作成，発注処理，入荷処理，仕入先請求書登録，そして，

支払処理の流れからなる．発注書から入荷データと仕入先請求書を作成できる．入荷データ（仕入先

納品書）と仕入先請求書を別途登録して，発注書，納品書，請求書のマッチングを行なえる． 
（５） 経理会計処理及び実績分析 

Compiereの取引処理は，すべて経理会計データと連動をしている．例えば，受注の時点で，売上

と買掛金仕訳を自動作成する．経理処理をリアルタイムで実行しており，実績分析結果を随時確認

できる． 
（６） WebStore 

WebStoreは，ウェブからのオンラインショッピングを支援する機能である．顧客は，Webを通して

オンラインショッピングや取引状況を確認することができる．ウェブからダウンロード機能により，

資産，請求書，領収書などを印刷する機能もある． 
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４．３ 授業設計の概要 
ERPを活用した授業として，以下に，企業経営における業務機能と業務プロセスに視点を置いた

情報システム開発に関する授業設計を示す． 
 
（１） 授業名（仮題） 
「ERPによる情報システム開発」 

（２） 授業の目標と育成する人材像 
この授業では，次の点を授業目標とする． 
・ 効率的な企業経営には，業務フローの改善と情報システムが重要な役割を持つことを説明でき

る 
・ 経営におけるERPの利点と限界について説明できる 
・ パッケージソフトウェアの標準機能・標準業務プロセスと，理想の機能・業務プロセスのバラ

ンスを考えたシステム開発への要件定義ができる 
・ グループ演習によりグループ全体で意思決定を行うプロセスを体験し，論理的思考能力とコ

ミュニケーション力を身につける 
授業で育成する人材像は，業務プロセスのモデリングとERPを使用した業務シミュレーションに

より業務プロセスと情報システムの関連を理解し，経営戦略と情報を融合した情報システムを企

画・開発できる人材を育成することである． 
（３） 前提条件 
本授業の受講者は，PC操作の基礎的知識とスキルのあることが好ましい．経営管理，経営情報シ

ステム，システム分析・設計などの知識については，前提条件としない． 
（４） 授業計画 
表1に，毎回の授業計画を示す．本授業は，15回（90分/回）の授業とし，講義と演習を交互に繰り

返しながら進める． 
はじめに，企業の基幹システムにおけるERPの役割，ERPが企業経営に浸透してきた経緯，および，

現在の企業経営にERPが与える影響と課題に関する講義を行う．その後，本授業で使用するERPであ

るCompiereを，あらかじめ設定しておく仮想企業モデルとデータを使用して実際に操作し，

Compiereの機能，業務での使用，業務改善の視点を理解するための演習を行う． 
次の総合演習では，3～5人程度のグループに分かれ，与えられた仮想企業の情報を分析し，その

企業の業務機能，業務プロセスへの要件定義書を作成した上で，Compiereにそれらの要件を設定す

る．要件定義書には，図1に示したERPの一般モデルに従い，業務機能，業務プロセス，インター

フェース，システム環境について，システム開発への要件として記述する．その後，グループのメ

ンバーが企業の各機能を担当する業務シミュレーションを行い，業務機能，業務プロセスの改善点

を抽出する．改善点は，要件定義書の改定としてまとめる． 
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表１ 毎回の授業計画 

 タイトル 形式 概  要 

第1回 ERPの概要 講義 • 授業前アンケートの実施 
• オリエンテーション 
• 経営情報システムとERPの概念，歴史，企業

経営への影響 

第2回 Compiereの調査 講義・演習 • デモ用業務プロセスとデータによりCompiere
を実際に使用し，機能，操作方法を学習 

第3～5回 業務プロセスのモ

デリングと業務シ

ミュレーション 

講義・演習 • 仮想企業の業務機能，業務プロセス要求を

Compiereに設定 
• Compiereを使用して仮想の業務をおこない，

Compiere上のデータの変化を分析 
• 業務機能，業務プロセス改善案を作成 

第6～9回 総合演習 
仮想企業の業務

設計 
仮想企業の業務

モデルのCompiere
への登録 

講義・ 
グループ演習

• 総合演習の進め方の説明 
• 要件定義書のまとめ方の講義 
• 提示される仮想企業の情報から，企業の業務

機能，業務プロセスへの要件定義書を作成 
• 業務機能，業務プロセス要求をCompiereに設

定 

第10～12回 総合演習 
仮想企業の業務 
シミュレーション

グループ演習 • 業務シナリオを作成し，Compiereを使用した

業務シミュレーションを行い，要求定義書と

の差異を調査 
• 業務機能，業務プロセスの改善案から要件定

義書を改定 

第13～14回 総合演習 
プ レ ゼ ン テ ー

ション 
討議 

グループ演習

・講義 
• プレゼンテーション準備 
• 改善した業務プロセスのCompiereへの反映 
• 業務機能，業務プロセスの改善案のプレゼン

テーション 
• 改善した業務プロセスのCompiereによるデモ

ンストレーション 
• 総合演習を通して理解した，企業経営におけ

るERPの良い点と限界を討議 
• ERPを使用するシステム開発のあり方を討議 

第15回 まとめ 講義 • 経営情報システムのアーキテクチャとERP 
• 授業後アンケートの実施 
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（５） 評価方法 
評価は，グループ演習の成果に対する学生個人の貢献度と授業への理解度を加えて行なう．グ

ループ演習の成果に対する評価は，プレゼンテーションへの評価で行なう．学生個人に対する貢献

度評価は，グループ演習で果たした役割と実績で行う． 
（６） 授業規模 
本授業は演習を中核とした授業である．演習におけるERPの正常な稼動には業務プロセスとデー

タ入力の整合性が必要であり，不慣れな学生が使用した場合，システム上のトラブルが発生するこ

とが予想できる．また，ERPの操作に慣れるまでは，学生への教員の補助が欠かせない．演習の円

滑な実施には，教員またはTA一人当たり学生30名以下とすることが望ましい． 
（７） 必要な設備 
先に紹介した，オープンソースERP（Compiere）が稼動する環境22）として，Windowsサーバー，およ

び，ネットワーク環境を用意する．Windowsサーバーには，Compiere，および，DBMSを搭載する．

Compiere操作用には，ネットワーク環境に接続し，Webブラウザを搭載したPCを用意する．PCは，

学生一人に1台用意することが望ましい．総合演習においては，各グループが異なる業務モデルを作

成するため，グループごとにCompiere用サーバーを用意することが望ましい． 
グループ演習用に，会議卓を用意することが望ましい．また，グループ演習で作成する書類，成

果物の整理，演習の進捗管理，コミュニケーション管理のために，グループウエアを使用すること

が望ましい． 
 

５．今後の展開 
 
本報では，ERPを使用した情報システム教育の可能性と授業設計について述べた．本報で示した

授業計画では，ERPへの新たなモジュールの追加，あるいは，ソースコードの変更を伴うシステム

開発は，使用するERP固有のスキルに対する教育となる側面が強くなり，企業経営における業務機

能と業務プロセスに視点を置く授業の主旨と異なることから授業の対象外とした．この部分につい

ては，総合演習で行なう要件定義において，フィットギャップ分析の結果を受けたあるべき情報シ

ステムへの要件として記述する演習までとした． 
来年度以降，本授業設計に従った実証授業を学部・大学院学生に対して行い，授業効果の測定，

および，課題の抽出を行なう予定である．今後，実証授業実施に向け，講義資料，演習用データな

どの教材作成，および，必要な環境整備を実施する． 
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